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ユーラシア研究所総合シンポジウム「 1985一新自由主義の時代とユーラシアー」 (5月17日）

新日山t義の時代における佳業政策：中国からの視点

はじめに

本稿では、 1980年代に開始された中国の

市場化改革の中でも、特に80年代半ばから

本格化した企業改革に焦点をあて、それが果

たして一ロシア・東欧における90年代の企

業民営化がそうであるように一「新自由主義

化」という文脈で理解できるものかどうかを

改めて論じる。

筆者は、中国の市場化改革について、デ

ヴィッド・ハーヴェイらが論じるように（ハー

ヴェイ、 2007)世界の新自由主義化に捧さす

ものであると同時に、その潮流に対する反動

という側面をも内包した動きとしてとらえる

べきだと考えている。後者を象徴するのが、

「中国製造2025」に代表されるような近年に

おける中国の活発な産業政策の実施であり、

これらは米国やEUから産業技術における西

側諸国の優位性を脅かす脅威として受け止め

られ、近年における米中対立の一因ともなっ

ている。

そもそも新自由主義とは、国家による市場

経済への介入を批判し、市場からの政府の「退

出」を目指す一連のイデオロギーであるはず

だ。だとすれば、近年の中国の産業政策への

傾倒は、常識的には新自由主義を否定するも

のと受け止められるだろう。しかし、筆者は、

そうした理解は必ずしも正しくないと考えて

いる。というのも、西側諸国における新自由

主義の浸透に伴い、社会保障やライフライン

などの公共セクターに民間企業が積極的に参

入するという動きがあるが、後述するように

近年の中国でもこのような公共セクターの民

梶谷懐

間委託は進んでいるからだ。むしろ、「これ

まで国家が担っていた領域に民間資本が積極

的に参入する」という動きと、「本来は民間企

業が行うべきだとされてきた領域に政府が参

入してくる」という動きが同時進行で進み、

「国家と民間」の境界が次第にあいまいになっ

てくるところに中国独自の「新自由主義化」

の特徴がある、というのが筆者の立場である。

1 ■ 改革開放と国有企業改革

(1)これまでの国有企業改革の歩み

まず中国の国有企業改革の経緯について、

簡単におさらいをしておこう 。中国の市場化

改革は人民公社の解体が先に進み、それに続

いて都市部門の改革が行われた。国有企業改

革が本格化したのは1984年以降である。当

初の国有企業改革は、「痛みを伴う」所有制改

革には手をつけず、経営自主権とインセン

テイヴの拡大によって生産の拡大を図るもの

だった。大中型企業を中心に経営請負制度が

実施され、経営者の権限が大幅に拡大した。

同時に労働者のインセンテイヴを高めるため

に、企業利潤のかなりの部分が従業員にボー

ナスや現物支給などの形で支払われた。

しかし、こうしたインサイダー・コントロー

ルを誘発しがちな企業改革では、国有企業の

経営パフォーマンスの改善に結びつかず、国

有企業の赤字はその後も累積的に増加した。

こうした現状を受けて、 1990年代半ばに入

ると、本格的な所有制改革が着手された。国

有企業の戦略的調整が提起され、大企業につ

いては、政府が資金援助を含めた政策的なて
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こ入れを行う一方、小型国有企業は企業経営

者など民間に払い下げられた。

西側諸国では、 1990年代における中国国

有企業の所有権改革の動きを、ロシア・東欧

で生じたようなprivatization（民営化）に近い

ものとして受け止める見解も広く見られた

が、実際中国で生じたのは、それとは根本的

に異なるものものであった。それは、あくま

でも国有資産の「株式化」によってその所有

権を明確化し、市場で売買可能にする一方、

それを「民営化」には直結させず、特に重要

分野の国有企業の支配権については、政府が

そのグリップをしっかりと握り続ける、とい

うものであった。

その姿勢を端的に表しているのが、 2003

年における国務院傘下の国有資産監督管理委

員会（国資委）の設立である。これによって、

国有企業を株式会社化したうえで、国資委を

持ち株会社とする企業グループに再編する改

革が進められた。ただし、株式会社化といっ

てもその株式の多くは国資委が管理する「国

家株」などの非流通株であり、その資産を個

人や民間企業が自由に売買できるわけではな

かった。国資委は経営者を任免したり、業績

上の目標達成に向けて経営者に責任を持たせ

たり、一般的な企業で大株主が行うような役

割を期待されたのである。この企業グループ

化に関する問題は、中国経済における「国家

と民間」の関係を考える上で特に重要なので、

以下、詳しく見ていくことにしよう。

(2)企業グループ化がもたらしたもの

国有企業のグループ化を進めることで、政

府は国有企業を完全に民営化するのではな

く、持ち株会社は国が管理し、子会社レベル

では外資や民間資本を自由に取り入れること

ができるようになった。こうして外国企業や

民営企業からの出資が過半数を占めるグルー

プ内の子会社は、民間企業と同じようなガバ

ナンスを受けることが可能になり、経営の効

率化を図ることができる。中国政府はこのよ

うな国有企業のグループ化を通じ、グループ

内で多様な出資形態を持つ企業が共存する状

態のことを「混合所有制」と呼び、その拡大

を推進してきた。

表lは、白重恩らの研究に基づいて、近年

における中国企業のグループ化の進展の状況

を示したものである。表では、企業の形態お

よび出資比率などを問わず、共通の所有者を

持つ企業を1つのグループとしてカウント

し、所有制改革が行われる以前の1995年と

改革後の2015年における、企業グループあ

たりに含まれる平均の企業数を示している

(Bai=Hsieh=Song, 2019)。上位100の企業グルー

プの所属する平均企業数は1995年から2015

年までに500社から1万5,000社以上と急速に

拡大していることがわかる。

表1 企業グループに所属する企業数の推移

1995 2015 

上位100グループ 509 15,322 

上位500グループ 115 5,979 

上位1000グループ 61 3,120 

表2 企業グループの共通子会社の比率

1995 2015 

上位100グループ 39% 82% 

上位500グループ 25% 85% 

上位1000グループ 30% 81% 

出所： Baiet al. (2019) 

このような企業グループの拡大に伴い、企

業を取り巻く所有・出資の構造は複雑化して

いる。表2は各企業グループに含まれる子会
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社のうち、他の企業グループとの合弁事業を

行っている企業の比率を示したものである。

上位1,000グループの場合、 2015年には複数

の企業グループにまたがって出資が行われて

いる企業のシェアは80％を超えており、企

業グループを通じて複雑な所有構造が広がっ

ていることがわかる。すなわち、現代の中国

ではほとんどの企業が、国有／非国有を問わ

ず、複数の大きなグループから出資を受ける

ようになっている。このことは、後述するよ

うに、国有企業と民間企業が互いに資本を持

ち合い、両者の境界が次第に曖昧になりつつ

あることを意味している。

(3)「国進民退」現象をどうみるか

さて、国有企業の株式化や企業グループ化

が進められるのとほぼ並行して、一連の改革

を通じて資本を増強し、より強大になった国

有企業が、民営企業の成長を圧迫しているの

ではないか、という懸念から、「国進民退」と

いう用語が広く使われるようになった。背景

には、 2006年に軍事工業、送配電・電力、

石油石化など、国有経済が絶対的な支配権を

持つ7業種、さらには自動車、電子・情報、

建築、鉄鋼など、相対的な支配権を持つ9業

種が選定されるなど、国有企業への政策的重

視が鮮明となったことがある。並行して、

2006年に発表された第11次国家年計画にお

いて、自主イノベーション能力の向上が強調

され、 2010年における国務院による「戦略的

新興産業（SEI)の発展を加速するための決定」

および2015年の「中国製造2025」につながる、

「戦略的新興産業」の発展を目指す産業政策

への道筋が明らかになっている。すなわち、

「国進民退」が問題とされた背景には、政府

の産業政策への傾倒が明確になったこと、そ

してその中心的な役割を担う存在として、グ

ループ化を通じて経営基盤を強化とした国有

企業が想定されていたこと、があると考えら

れる。

(4)「党国家資本」により支配される企業、

国有企業のグループ化がもたらしたもっー

つの影響として、中国経済における国有企業

および「（党）国家資本」の影響力の強化が挙

げられる。中屋信彦は1980年代より中国で

進められてきた「国有企業改革」を、社会主

義計画経済から市場経済への移行を経験して

きたロシア東欧諸国、あるいはサッチャー政

権下のイギリスで行われたような公有企業の

「民営化」とは全く異なるものであったと述

べている（中屋、 2022)。それは株式市場をは

じめとした「要素市場」の創設を通じて、社

会の遊休資本を活用し、「轍制高地」とも言う

べき基幹産業への国家のグリップを強化する

と同時に、従来の国有企業を国家目標と市場

メカニズムに基づく効率性の双方を追求す

る、「党国家資本」によって支配される企業へ

と、いわば「魔改造」していくプロセスであっ

た。

中屋も指摘するように国有企業の株式会社

化及びそのグループ化は、以下のような二つ

の変化をもたらすものであった。一つは、グ

ループの中の企業を上場させることによっ

て、「党国家資本」への、民間資本や外国資本

の参画が可能になったことである。もう一つ

は、国有企業自体が傘下に投資ファンドを設

立するか、あるいは企業自体がファンド化す

ることによって、民間企業に対する「党国家

資本」の持ち分が少しずつ増えていったこと

である。これがすなわち政府が掲げる「混合

所有制」の推進に他ならないが、このことは

「党国家資本」に支配される国有企業と、民

間企業との境界が次第に曖昧になっていく、

ということを意味している。

確かに、政府の公式な定義によれば、株式

会社や有限会社の形態をとった「国有出資支

配企業」、すなわち国有企業は、「党国家資本」
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による出資比率が50％を超える企業に限ら

れる。しかし、何らかの形で党国家資本の影

響下にある企業は、そのような国有出資支配

企業に限られない。たとえば白重恩らは、中

国における全企業の出資者に関する行政登記

記録を用いて、民間・国有それぞれの企業間

の出資関係を明らかにする研究を進めてい

る。その結果、近年に私営企業の比率が急速

に増加する一方で、それらの私営企業のオー

ナーと国有資本とのつながりも、ますます強

まりつつあることを指摘している (Baiet al. 

2020)。

表3 登記企業の資本総額に占める民間資本の比率

国有資本から直接 国有資本から間接的
全体 出資を受けたもの に出資を受けたもの

2000 54.70% 9.90% 4.20% 

2010 64.60% 13.90% 10.10% 

2019 76.70% 15.30% 18.20% 

出所： Baiet al. (2020) 

彼らによれば、政府に登記された企業の資

本総額に占める個人オーナーによる出資金額

の割合は2000年から19年にかけて22ポイン

ト増加した（表3)。しかしその一方で、同じ

く資本総額に占める国有資本から直接・間接

に出資を受けている個人オーナーによる出資

金額の割合も、 19.4ポイント増加しているの

である。白らによれば、このような現象は、

国有資本が大規模な民間企業への投資を増加

させる一方、大規模な民間企業がより小規模

な民間企業への出資を行い、大きな企業グ

ループを形成することを通じて生じたもので

ある。すなわち逆説的ではあるが、現在の中

国において民間企業並びに民間企業家の影響

力が強まれば強まるほど、実は「党国家資本」

の影響力も強まってきているのだ。このこと

から彼らは、現在の中国経済の中心が完全な

国有企業でも完全な民有企業でもなく、むし

ろ所有権が混在するグレーゾーンにあると指

摘している。

三浦有史は、国有資本から出資を受けた企

業は、その出資比率に関わらず、債務状況が

著しく悪化した後でも銀行からの融資を継続

して受けられること指摘している（三浦、

2023)。三浦によれば、何らかの形で政府出

資を受けている企業は、出資比率の多寡にか

かわらず、資金調達の難易度が大きく低下す

るという。例えば、負債総額から現金・預金

を引いた純負債額を利払い前・税引き前損益

(EBIT)で除したEBIT有利子負債比率が15倍

を超える、またはマイナスとなる高リスク企

業のうち、 90％以上が国有資本からの何らか

の出資を受けている企業であった。すなわち、

これらの政府出資を受けている企業は「暗黙

の政府保証」によって守られており、債務状

況が極端に悪化してもなお銀行からの資金調

達には困らない、モラルハザードを誘発しや

すい状況にある。このことは、少しでも「党

国家資本」の出資を受けた民間企業は、特に

資金面におけるリスクヘの感覚が麻痺し、い

わば国有企業と似た振る舞いをするようにな

ることを示唆していよう。

一連の企業改革の結果、特に工業分野にお

いて、民間企業が台頭し、部門における主要

な位置づけを担うようになっているという点

では、中国でも「新自由主義化」が中国でも

進んできた、と言えるかもしれない。しかし

それは、同時に国家が主導権を握った形で国

家資本と民間資本が相互に浸透しあうとい

う、単純な「民営化」とは大きく異なる状況

をもたらしつつある、という点は十分に認識

しておくべきだろう。

2.産業政策の復権と中国モデル

(1)新エネルギー者を対象とした産業政策

近年の中国によるEVを含む新エネルギー
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車 (NEV)生産の急速な拡大、ならびにその

供給能力を背景とした旺盛な輸出攻勢が米国

およびEUとの間で激しい貿易摩擦を引き起

こしている。中国自動車工業協会 (CAAM)

によれば、 2023年上半期の同国輸出台数は

214万台で、前年同期比75.7％増となり、こ

のうちNEVの輸出台数は53.4万台と対前年比

で160％の伸びを見せたという（井下、 2023)。

このような中国におけるNEVの供給能力の

拡大が、新エネ車の本格的な普及に向けた政

策によって後押しされたことは明らかであ

る。

例えば、 CSIS（戦略国際問題研究所）のレポー

トは、中国における産業政策の総支出の規模

を定量化し、他の経済圏の国々（ブラジル、

フランス、ドイツ、日本、韓国、台湾、米国）と

比較している (DiPippo,Mazzocco, and Kennedy, 

2023)。彼らによれば、市場金利を下回る信

用供与、政府引導基金を通じた融資、国有企

業の純債務拡大といった、中国固有の要因を

除いた保守的な推計においても、自国産業の

支援にかける費用は、この調査における他の

どの経済圏と比べてもはるかに高い水準で、

その合計額は2019年にはGDP比1.73％に達し

ている。特に他の経済圏に比べて補助金支出

が多いほか、国有銀行部門による信用供与を

通じた企業への支援の比率が高いのが特徴で

ある。

(2)産業政策と新貿易理論

このような中国の産業政策は基本的に需要

の拡大を通じて「規模の経済」を機能させる

ものだと筆者は考えている。一連の政策には

平均燃料商品に関する規制やNEVの生産に

関する規制、いわゆるダブルクレジット規制

など供給サイドの規制も含まれている。しか

し、補助金の規模や市場に与えた影響から見

ても、 NEVの購入に対する補助金の給付や、

NEV購入税（価格の10%)の免除、さらには専

用ナンバープレートの配給といった一連の消

費者に対する購買支援、すなわち市場拡大型

の政策の方がより本質的なものだったことは

明らかであろう（湯、 2021)。さらに、地方政

府主体で充電スタンドをインフラとして各都

市に建設する政策も、市場拡大という点では

重要である。これは価格補助金と組み合わせ

て、 NEVを支える政策となった。

重要なのは、これら政策が、特定のメーカー

に対して補助を与えるというものではなく、

あくまで製品の消費＝需要を広げるという観

点から行われている点にある。この市場の急

速な拡大が、完成車メーカーならびに中間財

への新規収入を促すというダイナミズムと結

びつくことで、その生産性の向上に寄与し

たと考えられる。世界的なバッテリーのメー

カーである寧徳時代新能源科技股扮有限公司

(CATL)をはじめとした車載電池メーカーの

躍進も、まず最終需要が拡大したことによ

る分業の高度化として理解すべきである。

この現象を、過剰生産能力を背景とした中

国と米国、 EUとの経済摩擦、いわゆる「チャ

イナ・ショック2.0」との関連でとらえ直し

てみよう。その際に参照すべきなのが、 1980

年代にポール・クルーグマンやエルハナン・

ヘルプマンらによって研究が進められた、収

穫逓増を前提とした新貿易理論、およびその

核心的アイディアとしての「自国市場効果」

である。新貿易理論は、仮に労働や資本の賦

存状況が同じでも、企業の立地の偏りによっ

て各国の生産コストに違いが生まれ、その結

果貿易が生じることを示した。その重要な発

見の1つに「自国市場効果」がある。これは、

ある産業について大きな国内市場を擁する国

には、その需要を満たす以上の産業が集積す

るようになり、その結果、同じ産業を生産す

るが、より小さな国内市場しか持たない国に

比べて、国際貿易上の比較優位を持つように

なるメカニズムを示したものだ。
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一方、中国のWTO加盟以降の、グローバ

ル化の時代を象徴するのが、いわゆる新新貿

易理論である。この理論は企業間の生産性の

違いに着目し、どのような性質を持つ企業が

国際貿易に参加するのか、そして国際貿易に

参加することがそれらの企業にどのような影

響を与えるのか、などを分析するものである。

その帰結として、生産性の高い企業が国際貿

易に参加することでさらなる生産性の向上が

生じ、国内資源が低生産性企業から高生産性

企業へと再分配されるプロセスが生じる。こ

の新新貿易理論では、規模の経済は一国レベ

ルというより多国籍企業レベルで生じること

になる。このため、海外直接投資 (FDI)を通

じたグローバル・バリュー・チェーン

(GVC)を活用し、多国籍企業に自由な生産

活動を行わせれば、基本的に貿易摩擦は生じ

ない、というまさに新自由主義的な、楽観的

結論が得られることになる。しかし、現在の

米国のように、そもそも貿易摩擦の相手国（中

国）をグローバル経済の対等なプレーヤーと

見なさくなっている状況の下では、このよう

な新新貿易理論に基づく貿易摩擦の回避は、

非常に困難になっていると言わざるを得ない

だろう。

3.公共セクターヘの民間企業の参入

市場における「政府の役割」の根本的の変

化、ということでもう一つ重要なのは、公共

セクターヘの民間企業の参入である。これに

ついて、すでに中国では、公共事業などの財

源獲得手段として公共部門と民間部門が行う

連携事業であるPPP(Public-Private Partnership) 

方式が盛んにおこなわれてきた。

現在の中国で最も広く採用されているの

は、政府あるいは国有企業と民間資本が共同

出資して新たに企業を設立し、その企業が政

府から権利を授与されて、インフラなどの公

共財や公共サービスの提供を行うというコン

セッション方式の変形である。この中国独自

のコンセッション方式は、水道事業において

も導入されており、中国全土の上水道の

17％以上、下水道の67％以上に民間企業が

参入しているという試算もある（六辻、 2019)。

また、養老年金保険などの社会保障におい

ても、民間部門への委託の動きは著しい。中

国の社会保障制度に詳しい片山ゆきによれ

ば、このような状況のもとで中国では市場が

担う民間保険やNPOなどの中間団体の機能

も社会保障体系の一つとして位置づけ、積極

的に組み込む「福祉ミックス体制」が急速に

進みつつあるという（片山、 2024)。その中で

「ネット互助プラン」と呼ばれるプール金を

持たない相互扶助の仕組みなど、アリババな

どの大手プラットフォーム企業が「ネット

ワークの経済性」を利用して公的医療保険を

補完する商品を提供する動きも広がってい

る。

一方で、 2024年には、大手IT企業の京東

がフードデリバリーサービスに参入するにあ

たり、ドライバーの正社員化と年金、医療、

労災などの社会保険への加入を打ち出した。

そして2025年4月には、美団は公的年金制

度への加入を促進するために、低収入のワー

カーに対して年金保険料の半分を補助すると

発表している。プラットフォーム企業の中に

もその雇用形態や福利厚生の在り方を再検討

する流れが広がりつつある（片山、 2025)。

これらの一連の現象は、公的な社会保障制

度が十分に整備されておらず、「国家」が必ず

しもすべての国民を対象に充実したセーフ

ティネットを提供できない状況の下で、政府

が社会保障の領域において民間企業の参入を

促し、その負担の一部を肩代わりさせている、

という構図である。これは先進国においても

現在進行中の、典型的な「新自由主義化」現

象だと言えよう。ただ、中国ではもともと全
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国民を包摂する公的な社会保障の制度化が立

ち遅れているだけに、そのような民間企業と

の「協働」に関する先進的な取り組みが突出

しているのである。

4.まとめに代えて：民間企業と政
府の戦略的補完関係

本稿では、国有企業改革をどう見るか、と

いう問題を入り口にして、中国独自の「新自

由主義化」、すなわち「国家」と「民間」の領

域相互の浸透が同時に生じる、という現象に

ついて考察を進めてきた。そこで明らかに

なったのは、むしろ「国家」と「民間」が一種

の持ちつ持たれつの関係にあることで経済を

支えてきた、という中国の現実である。

2021年に行われた、プラットフォーム企

業への締め付けと「共同富裕」の提起は、そ

のような国家と民間との間の「持ちつ持たれ

つの関係」を考える上でもきわめて象徴的な

事例だといえるだろう。よく知られているよ

うに2020年11月に、中国アリババ集団傘下

の金融会社、アント・グループの新規株式公

開（IPO)が突如延期になり、その後IT企業へ

の締め付けが相次いで行われることになっ

た。

その後アリババは、Eコマースヘの出店に

あたってライバル企業への出店を禁じる措置

（「二選ー」）が公正な取引を阻害しているとし

て、 2021年4月に182億2800万元の罰金を

命じられた。また同年7月には、ライドシェ

ア大手の滴滴出行がニューヨーク証券取引所

に上場したものの、数日後に当局に国家安全

保障上の理由から、データ管理とスパイ行為

についての審査を受け、最終的に上場廃止に

追い込まれた。 8月17日における中央財経

委員会会議では、「共同富裕」を実現する際の

再分配の手段として企業や個人による自発的

な寄附行為などに依存する「第三次分配」が

強調された。これを受けて9月2日にアリバ

バ集団は「共同富裕」政策を実施するための

資金として1000億元（約155億ドル）を拠出す

ることを公約し、テンセントなど、他のIT

大手もこれに続いた。

この一連の措置をもって、 IT企業のイノ

ベーションの命脈は断たれ、中国は「新しい

文革」の時代に入った、という見解もちらほ

ら聞かれるようになった。しかし片山ゆきに

よれば、「第三次分配」の実態は以下のような

ものであった（片山、 2023)。2022年11月に広

州市では、広州市慈善会が、騰訊基金会、

WeChatPay、微保（テンセント傘下の保険代理

販売会社）、太平洋保険会社などと合同で、

広州市が認定した生活保護受給者、低所得者

向けに、医療保険を提供する慈善活動キャン

ペーンを開始した。その際、各社の寄付は

WeChatPayを通じて行われ、合計すると

2022年12月末時点で総額は600万元に達した

という。これは、有力な民間企業が「第三次

分配」の名目で、本来政府が提供すべき公共

サービスを請負うという構図である。このこ

とは、一見IT企業に対してイデオロギー上

の理由から厳しい制裁が科せられているかの

ように見える状況の中でも、政府と民間企業

との「持ちつ持たれつ」の関係が存続してい

たことを示している。

一方で、そのような中国の民営企業の柔軟

性は、国有企業と民営企業という、そもそも

その性質や機能、目的を異にしているはずの

企業群の区別を次第にあいまいなものにする

という効果を持っている。すなわち、国有企

業または国有資本だからと言って必ずしも全

く市場原理や経済効率性を無視しているわけ

ではない。その一方で、民間企業であっても、

直接もしくは間接的に国有企業からの出資を

受けている限り、その資本の運用については

何らかの形での国家からの介入を受ける可能

性が常に存在している。
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繰り返しになるが、中国における「新自由

主義化」は、公共部門に民間部門が参入する

一方、市場からは国家が退場する、という単

純な図式ではとらえられない。むしろ両者が

相互に浸透しながら境界を再構築するプロセ

スが進行していると考えられる。見方を変え

れば、 トランプ政権下の米国で進行中の現象

も、実はこのような国家と民間の複雑な関係

性から生じてみていく必要があるのではない

だろうか。
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